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平成２０年度 当初予算主要事業一覧 
(単位：千円) 

新 ：20年度新規事業 
一新：19年度事業内容を見直し一部新規内容を付加 

◆ 重 点 推 進 分 野 ◆ 

 
 
 
 

① 企業誘致の推進、県内企業の育成などによる地域経済の活性化と就業機会の確保 

 
 
 
 
新１ ふくしま産業応援ファンド（仮称）設置事業（商工労働部）            ４，０１０，０００ 

県内中小企業の振興を図るため、財団法人福島県産業振興センターに基金を設置し、製造業集積や地域

資源を活用しながら、中小企業の経営革新や技術力の強化等を支援する。 

 
２ ふくしまの産業強化資金（商工労働部）                             ４，０００，０００ 

地場産業や観光業などの地域に根ざした中小企業、経営革新等を行う中小企業、子育て支援に取り組む

中小企業に対し、安定した資金を提供する。 

 
新３ 戦略的地域産業高度化事業（商工労働部）                               ３，１１５ 

地方振興局単位で産学官による地域産業高度化会議を設置し意見交換・情報交換するとともに、企業Ｐ

Ｒ懇談会やスキルアップ研修会を行い、立地企業と地場企業の取引拡大を図る。 

 
新４ ふくしま次世代医療産業集積プロジェクト発展型（商工労働部）              ３７，４４６ 

17 年度から 19 年度にかけて実施したうつくしま次世代医療産業集積プロジェクトにおける共同研究成
果等の事業化・製品化を支援するとともに、全国の医療機器メーカーを対象とした県内企業の販路・取引

拡大を支援する。 

 
５ 産学連携プロモーション事業（総務部）                       ２，０６７ 

会津大学「知的財産戦略」を踏まえ、大学の持つ知的活動の成果を社会に還元するとともに、ユビキタス
社会に対応する人材の育成を通じた地域への貢献を図るため、知的財産管理アドバイザーを配置し、地域へ

の普及啓発等を行う。 

 
６ ふくしま産学官連携推進事業（商工労働部）                          １０，８７９ 

新製造技術、環境、ＩＴ、食品加工の各分野における産業集積を図り、「ふくしま」型産業クラスターの

形成を促進するため、福島県産学官連携推進会議を核とした交流、可能性試験等を支援する。 

 
 

企業の誘致や県内企業の育成、県内企業への就職支援の推進などにより、地域経済の活性化を
図るとともに、就業機会の確保・充実を図る。 

福島県長期総合計画「うつくしま２１」の重点施策体系に対応し、特に推進を要する事項を中心に主な事業を
掲載します。 
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７ 地域連携軸形成事業（商工労働部）                             １８，３８８ 

産業技術の高度化を図るため、福島、山形、新潟三県の公設試験研究機関が連携し、研究開発等の情報交

換や共通の技術課題に対する共同研究を行う。 

 
新８  相双地域製造業基盤整備事業（商工労働部）                     ４，２４６ 

高等教育機関や試験研究機関の空白地域である相双地域において、産学官連携により立地企業が必要とす

る技術分野及び経営・管理に関する講座を開設し、地域企業の高付加価値化、立地企業との取引拡大を図る。 

 
新９ 意欲ある建設業チャレンジ支援事業（土木部）                  １１，４４６ 

 新分野への進出により経営基盤の強化を目指す建設事業者に対し、経営革新事業への補助、企業認定・表

彰制度による入札参加資格加算制度など、自主的な取組みを支援する。 

 
(再掲)新１０ 遊休農地対策総合支援事業（農林水産部）                ２１，８７４ 

 遊休農地等を活用する農外企業の参入を促すため、受け入れ市町村のニーズ等を繋ぐ場を設定する。また、
遊休農地の活用に向けた多様な主体による地域内の合意形成や実践活動のほか、企業の農業参入に際した調

査・研修等に要する経費を支援する。 

 
１１ 農業労力調整システム確立事業（農林水産部）                              １，３０７ 

 地域ごとの園芸産地に適した労力調整システムを県内各地に普及し、効果的に運営するため、関係機関に

よる協議会を設置するとともに、推進地区におけるシステムの立ち上げや運営を支援する。 

 
１２ 福島空港貨物集約化推進事業（空港担当理事）                         １，６１５ 

荷主企業を訪問して国際航空貨物の利用促進を図るとともに、物流事業者や航空会社等と連携して取扱貨

物量の増加に向けた課題を検討する。また、新たに輸出入を行った企業に輸送コストの一部を補助する。 

 
一新１３ 戦略的企業誘致補助金（商工労働部）                        ６３４，８６５ 

立地企業の初期投資等の一部に対して補助金を交付する戦略的企業誘致補助制度について、過疎地域等に

おける誘致を強化する「地域活性化枠」を創設する。 

 
１４  輸送用機械関連企業集積促進事業（商工労働部）                        ６，１５２ 

  経済波及効果が高く競争力のある企業の集積に向けて、産学官が連携した福島県輸送用機械関連産業振興
協議会により、知事を先頭にした誘致活動、県内外のメーカー等との商談会等の開催、情報収集・セールス

活動等を実施する。 

 
１５  輸送用機械関連産業連携事業（商工労働部）                             ２，５００ 

  「とうほく自動車産業集積連携会議」を活用し、企業間の交流・取引拡大を促進することにより、本県の
輸送用機械関連産業の振興を図る。 

 
１６  半導体関連産業集積事業（商工労働部）                             ７，８２４ 

  半導体関連分野における一層の産業集積を図るため、産学官が連携した半導体関連産業協議会を中心とし
て、知事を先頭にした誘致活動、首都圏における展示会への出展や研究会の開催、取引拡大や新製品開発の

ためのコーディネート活動等を実施する。 
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新１７  ふくしま産業人材確保支援事業（商工労働部）                         ５６，３０３ 

  首都圏からの産業人材誘導と若者の県内就職を促進するため、「ふるさと福島就職情報センター」の機能
を拡充するとともに、理工系学生に特化した企業説明会、高校生・大学生・Ｆターン希望者を対象とした企

業見学会等を行うことにより、将来の県産業を担う人材の確保を図る。 

 
１８ 産学官連携高度製造技術人材育成事業（商工労働部）                    ６，２６８ 

製造現場の中核となる人材を育成し本県企業の高付加価値化を図るため、先端分野に対応した基盤的製造

技術の高度化を図る研修事業を産学官が連携して実施する。 

 
１９ ものづくり高度化人材育成事業（商工労働部）                     ４２５，６１５ 

高等技術専門校（郡山校）の短期大学校化と学科再編に伴い、実習棟の増築、改修及び機器整備を行う。 

 
新２０ 高等技術専門校を活用したマイスター教員育成事業（商工労働部）               ９４３ 

高等技術専門校指導員が高校教員に対し実技を中心とした技術指導を行い、その技術指導によりスキルア
ップされた教員が生徒の技術指導を行うことにより、高校生の３級技能検定合格者数の増加と地域の産業界

が求める人材育成を図る。 

 
２１ 国際競争力のある地域産業を担う人材育成事業（総務部）                  ２，５８２ 

国際的視野を持った人材を育成するため、海外の優秀な学生の会津大学への留学受入及び海外へ短期留学

する学生を支援するとともに、これらの人材と地元企業との交流促進により、地域産業の活性化を図る。 

 
２２ ものづくり人材育成地域産業連携事業（教育庁）                     １６，１９５ 

半導体産業が集積する会津地域の特色を生かし、工業高校と地元企業が連携しながら、本県のものづくり

産業を担う人材を育成する。 
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②  定住・二地域居住の推進などによる地域経済の活性化 

 
 
 
新１  ふるさと福島大交流プロジェクト（企画調整部）                   １２，６５８ 

  ふるさとへの郷愁、貢献意欲の高い本県出身者などの協力を得ながら、交流の更なる拡大を図るとともに、
定住・二地域居住の新たな取組みを展開する。 

 
2  ふくしま定住・二地域居住推進総合戦略事業（企画調整部）                       １８，２４２ 

ふるさと志向を踏まえ、定住・二地域居住人口の拡大を図るため、市町村及び民間団体等と連携して受入
体制を整備するとともに、各種ＰＲの強化やふくしまファンクラブの活用など、きめ細かな情報提供・相談

体制の充実強化と積極的な誘導策の展開を図る。 

 
(再掲)３  地域間交流ネットワーク形成事業（総合安全管理担当理事）                      ５３５ 

災害時において地域が相互に助け合う関係の強化を目指し、県内市町村及び民間団体のネットワークづく
りを進め、情報交換や意見交換の場を設けるとともに、地域間交流の情報を県内外に発信し、県内市町村及

び民間団体と首都圏自治体及び民間団体との地域間交流を促進する。 

 
新４  ふくしまグリーン・ツーリズム促進事業（過疎・中山間地域振興担当理事）       ５，９４５ 

滞在型グリーン・ツーリズムを一層推進するため、農家民宿の組織化やクラインガルテン（滞在型市民農

園）開設に取り組む団体・市町村への支援を行う。 

 
(再掲)５  中山間地域園芸産地帰農者等支援事業（農林水産部）                  １，０７８ 

  団塊世代の定年退職者等が新たな担い手として産地の農業活動の一翼を担えるよう、研修会や産地見学会
等を実施する。 

 
(再掲)新６ ふくしまアクティブツーリズム総合戦略事業（商工労働部）            ３４，５６６ 

 首都圏から日帰り圏内にある本県への宿泊旅行の増大を図るため、テーマ性のある旅を深く体験できる

滞在型観光メニューを創出・提供し、「売れる商品」としての販売戦略を展開する。 

 
(再掲) 一新７ 地域づくり総合支援事業（過疎・中山間地域振興担当理事）          ４７６，２０５ 

  民間団体や市町村等が行う広域的又は先駆的な事業に対し補助するとともに、住民の提案等に基づき、過
疎・中山間地域の振興を図るため出先機関連携事業を実施する。また、県や市町村が連携して、過疎・中山

間地域のコミュニティ再生のための取組みを支援する再生支援枠を新設する。 

 
８ 元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（土木部）               ６８０，０００ 

  県民が主役となり地域の歴史や文化などの各種資源を活用し、持続的成長が可能な個性と魅力ある美しい
地域づくりや交流人口の拡大に結びつく施策を各主体の役割分担のもと、ソフト・ハード両面から推進する。 

 
９  相双地域資源活性化事業（企画調整部）                        １３７，３３２ 

 電源地域である相双地域の自立的、広域的及び将来にわたる地域振興を図るため、市町村等が行う地域

間の多様な交流を促進するための施設整備や地域産業の振興事業等に対して支援する。 

定住・二地域居住を推進し、地域における経済活動と賑わいを創出する。 
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１０  光ファイバ通信基盤整備促進事業（企画調整部）                   ２４０，０００ 

  ブロードバンド環境の早期実現を図るため、ブロードバンド環境の整備に取り組む市町村等に対して、そ
の整備費用の一部を補助する。 

 
(再掲)１１ 携帯電話通話エリア広域ネットワーク化事業（過疎・中山間地域振興担当理事） ７２９，９９６ 

  携帯電話の不通話地域の解消を図るため、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）の整備
をする場合に、補助金を交付する。 
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③  豊かな自然や地域に息づく文化を活かした観光の推進とブランド力の強化 

 
 
 
 
新１ 県産品販路開拓戦略事業（商工労働部）                                  ２９，７５７ 

首都圏における県産品の販路開拓・拡大を図るため商談支援等を行うとともに、県内企業・生産者・関
係団体等で構成する「福島県貿易促進協議会（仮称）」を設立し、東アジア地域への県産品の輸出促進を

図る。 

 
新２ 食彩ふくしまトータルプロモーション事業（農林水産部）              ５，３５０ 

本県の地域資源と言うべき、多彩な「食」と「観光」の結びつきをこれまで以上に強化するため、県外に

おける県産農林水産物の知名度向上、本県ブランドの浸透を図るため、戦略的なＰＲ事業を展開する。 

 
新３ 県オリジナル品種ブランド化推進事業（農林水産部）                ２，３１９ 

 本県オリジナル品種を核とした園芸作物のブランド化を図るため、県内観光業などと連携し、オリジナル

品種のＰＲを行う。 

 
４ 首都圏アンテナショップ事業（商工労働部）                    ２０，９６３ 

県産品の情報の受・発信と流通拡大を図るため、首都圏アンテナショップ「ふくしま市場」の運営とキャ

ンペーン事業を実施する。 

 
５ 県産品プロモーション事業（商工労働部）                      ８，０００ 

 県産品のブランド力を高めるため、福島県ブランドとして認証された県産品について各種メディア媒体の

活用により戦略的なプロモーションを行う。 

 
６ 県産品海外販路開拓事業（商工労働部）                       ７，６７４ 

 中国市場における戦略的な県産品の販路開拓・拡大を図るため、チャレンジショップ「福島ＧＡＬＬＥＲ

Ｙ」の運営や商談会を実施する。 

 
(再掲)７ 「ふくしま型有機栽培」等産地づくり推進事業（農林水産部）          ９，１９８ 

有機栽培や特別栽培を一層推進するため、各地方で技術の実証を行うなど、「ふくしま型有機栽培」、「ふ

くしま型特別栽培」に取り組む産地育成を支援する。 

 
８  うつくしま有機農産物生産システム確立事業（農林水産部）                    １４，０３９ 

  試験研究機関等による有機栽培等の技術開発や生産者と消費者等の交流を通じた理解促進を図ることに
よって、有機農産物の安定した生産システムを構築する。 

 
一新９ ふくしま米魅力アップ推進事業（農林水産部）                  ７，８６５ 

 観光との連携や各種広告媒体を活用したＰＲ活動を展開し、本県産米の知名度向上を図るとともに、特別

栽培米等の自主的なマーケティング活動を支援することにより、総合的に本県産米の「魅力」アップを図る。 

 

農林水産業など県内産業の振興を図るために、恵み豊かな自然や地域に息づく文化などを活か
した観光を推進するとともに、県産品のブランド力の強化を積極的に図る。 
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一新１０ 県産農産物海外販路開拓事業（農林水産部）                  １，４０８ 

 県産農産物の輸出推進体制を整備するとともに、農業団体等が海外で行う販売促進活動等を支援し、県産

農産物の輸出を促進する。 

 
(再掲)新１１ ふくしま産業応援ファンド（仮称）設置事業（商工労働部）     ４，０１０，０００ 

県内中小企業の振興を図るため、財団法人福島県産業振興センターに基金を設置し、製造業集積や地域資

源を活用しながら、中小企業の経営革新や技術力の強化等を支援する。 

 
新１２  ふくしまアクティブツーリズム総合戦略事業（商工労働部）              ３４，５６６ 

首都圏から日帰り圏内にある本県への宿泊旅行の増大を図るため、テーマ性のある旅を深く体験できる

滞在型観光メニューを創出・提供し、「売れる商品」としての販売戦略を展開する。 

 
１３ うつくしま観光誘客プロモーション事業（商工労働部）              ２１，５５５ 

首都圏等を対象とし、県、市町村、民間が一体となって誘客ＰＲに取り組む「うつくしま観光誘客プロモ

ーション事業」に対する負担金を支出する。 

 
(再掲)１４ 冬の観光振興事業（過疎・中山間地域振興担当理事）             １，９１７ 

冬期観光客の増加を図るため、フリースタイル世界選手権大会関連事業と連携しつつ、本県の「冬の観光」

資源の情報を発信する。 

 
新１５ ふくしま型「旅育（たびいく）」推進事業（商工労働部）              ７，６９３ 

小規模な施設への宿泊や多様な体験メニューを組み込んだ教育旅行を受け入れることができるよう、実施
側と受入側のニーズを調整する体制を整備するとともに、実施校に対する出前講座やアフター通信による事

前・事後のサービスを強化する。 

 
１６ 国際教育旅行等誘致強化事業（商工労働部）                     ８，０１２ 

韓国、中国、香港、台湾からの教育旅行誘致を図るため、教育関係者を招聘して本県の教育旅行に適した
観光資源の視察を実施するとともに、東アジア地域等からの国際教育旅行を受入れ、交流実施校に対して経

費の一部を支援する。 

 
(再掲)新１７ ふくしまグリーン・ツーリズム促進事業（過疎・中山間地域振興担当理事）   ５，９４５ 

滞在型グリーン・ツーリズムを一層推進するため、農家民宿の組織化やクラインガルテン（滞在型市民農

園）開設に取り組む団体・市町村への支援を行う。 

 
新１８ 福島空港利用外国人誘客促進事業（空港担当理事）                ２５，３２７ 

韓国、中国、更にチャーター便誘致の有望市場である香港、台湾からの誘客促進を図る。 

 
一新１９ 福島空港誘客促進対策事業（空港担当理事）                   ３５，３９８ 

福島空港を利用した誘客を促進し、本県の観光産業の振興等に資するため、就航先における広報や旅行商

品造成への支援等を行う。 
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新２０ “魅力いっぱい”磐梯ＡＺＵＭＡ、 来て！見て！食べて！事業（土木部）      １，２３０ 

３つの観光有料道路を有する磐梯吾妻地域において、観光客の増加を図るため、市町村や各団体とともに

推進協議会を設置し、広域連携した誘客促進事業やＰＲ活動等を実施する。 

 
(再掲)２１ 元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（土木部）            ６８０，０００ 

県民が主役となり地域の歴史や文化などの各種資源を活用し、持続的成長が可能な個性と魅力ある美しい

地域づくりや交流人口の拡大に結びつく施策を各主体の役割分担のもと、ソフト・ハード両面から推進する。 
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④  地域文化やスポーツ等の新たな視点による地域づくり 

 
 
 
 
新１  新たな県民運動推進事業（生活環境部）                                           ３，０００ 

多くの県民の知恵と行動力を結集し、ネットワークの力で相乗効果を発揮し、県民が誇りを持ち、生き生
きと暮らせる福島県を築くため、子育てしやすい環境づくり、地域コミュニティの再生、環境問題への対応

の３つを重点テーマに据え、平成20年度を初年度とする新たな県民運動を展開する。 

 
(再掲)新２  子育て支援を進める県民運動事業（子ども施策担当理事）           ２，９０２ 

社会全体で子育て支援の気運の醸成を図るため、県内７地域に子育て支援ネットワークを構築するととも

に、１１月第３日曜日の「子育ての日」を中心に実行委員会による各種行事を実施する。 

 
(再掲)新３  「大人が変われば、子どもも変わる運動」推進強化事業（生活環境部）     １，３５４ 

子どもたちに向き合う親の心構えや教育方針等の重要性を啓発するなど、県青少年育成県民会議が推進

する「大人が変われば、子どもも変わる運動」の強化・充実を図る。 

 
(再掲) 一新４ 地域づくり総合支援事業（過疎・中山間地域振興担当理事）         ４７６，２０５ 

民間団体や市町村等が行う広域的又は先駆的な事業に対し補助するとともに、住民の提案等に基づき、過
疎・中山間地域の振興を図るため出先機関連携事業を実施する。また、県や市町村が連携して、過疎・中山

間地域のコミュニティ再生のための取組みを支援する再生支援枠を新設する。 

 
(再掲)新５  地球にやさしい「ふくしま」創造事業（生活環境部）             ６，７３０ 

経済活動、地域活動の在り方を低炭素型への転換を図るため、事業者団体、民間団体、行政等のあらゆ
る主体で構成する「地球にやさしい「ふくしま」県民会議（仮称）」を設置し、県全域にクールビズを普

及させるなど、県民運動として地球温暖化対策を推進する。 

 
(再掲)新６ 「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業（生活環境部）                          ４２，８８７ 

  新たに誕生した「尾瀬国立公園」について、傑出した自然環境や自然保護の歴史を広くアピールするとと
もに、その保護と適正な利用を図るため、関係県等との自然公園ふれあい全国大会の共同開催や環境教育、

ニホンジカによる食害対策等を実施する。 

 
(再掲)新７ みんなで守る美しい猪苗代湖推進事業（生活環境部）                       ９，４８６ 

猪苗代湖の水質汚濁が懸念されていることから、ボランティア等県民の参加を得ながら、ヨシ群落等水

辺環境の保全を図るとともに、詳細な水質調査を実施する。 

 
(再掲)新８  「もったいない」の心が生きる社会づくり事業（生活環境部）         ９，１００ 

循環型社会の形成には県民、事業者等が、それぞれ「もったいない」をキーワードにした取組みを展開
していく必要があることから、普及・啓発のための絵画等のコンクール、各種活動の優良事例表彰等を実

施するとともに、環境にやさしい買い物（グリーン購入）の推進などを行う。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 

さまざまな方々の参加と連携を得ながら、暮らしに根ざした地域文化やスポーツの振興などの新
たな視点により、住んでいることに誇りが持てる活力ある地域づくりを推進する。 
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一新９ 生涯学習フェスティバル開催事業（教育庁）                  ８７，９６７ 

 広く国民に対し、生涯学習に係る活動を実践する場を全国的な規模で提供する全国生涯学習フェスティバ

ルを平成２０年１０月に本県において開催し、生涯学習への参加を促進し、生涯学習の一層の振興を図る。 

 
１０ 声楽アンサンブルコンテスト全国大会開催事業（教育庁）             １４，３５４ 

 本県の合唱活動の更なる発展と「合唱王国ふくしま」を全国に発信するため、声楽アンサンブルコンテス

ト全国大会を開催する。 

 
(再掲) 一新１１ アクアマリン子ども体験館（仮称）整備事業（教育庁）         ６７９，１７９ 

「ふくしま海洋科学館」の環境教育機能の充実を図るため、幼児や小学校低学年向けの体験展示ゾーンを

整備する。 

 
１２ 文化振興による地域活性化推進事業（生活環境部）                     ５，１１３ 

暮らしに根ざした地域の文化振興による地域活性化を図るため、検討会を設置して課題及び提案等を募集
し検討を行い、文化振興による地域活性化の展開モデルを構築するとともに、先導的で波及効果の高い事業

に助成を行う。 

 
１３ スポーツによる地域文化の創造事業（企画調整部）                     ８，０５６ 

スポーツによる魅力ある地域づくりを推進するために、全国・世界レベルのスポーツ大会が定着するよう、

大会を継続して実施・支援する市町村に対して助成する。 

 
１４ フリースタイルスキー世界選手権大会開催事業（教育庁）                 ７８，０００ 

平成２１年３月開催の2009年FISフリースタイル世界選手権猪苗代大会の成功に向けて、運営支援を行う。 

 
新１５ スポーツ医療センター整備事業（企画調整部）                    ３０，０００ 

スポーツ医療機能の整備により地域の活性化を図るため、国際サッカー連盟、日本サッカー協会と連携し

て地元町が行うスポーツ医療センターの整備に対し助成する。 

 
１６ 超学際的取組み実践事業（企画調整部）                          ７，０６７ 

超学際的取組みを実践するため、県民提案によるテーマの調査研究や報告会等を実施するとともに、ＮＰ

Ｏや市町村の実践活動に大学教授等の専門家を紹介・派遣する。 

 
(再掲)１７ 元気ふくしま、地域づくり・交流促進事業（土木部）            ６８０，０００ 

県民が主役となり地域の歴史や文化などの各種資源を活用し、持続的成長が可能な個性と魅力ある美しい

地域づくりや交流人口の拡大に結びつく施策を各主体の役割分担のもと、ソフト・ハード両面から推進する。 
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⑤  過疎・中山間地域における自立支援 

 
 
 
 
一新１  地域づくり総合支援事業（過疎・中山間地域振興担当理事）                    ４７６，２０５ 

民間団体や市町村等が行う広域的又は先駆的な事業に対し補助するとともに、住民の提案等に基づき、過
疎・中山間地域の振興を図るため出先機関連携事業を実施する。また、県や市町村が連携して、過疎・中山

間地域のコミュニティ再生のための取組みを支援する再生支援枠を新設する。 

 
新２  過疎・中山間地域づくり新戦略構築事業（過疎・中山間地域振興担当理事）           ８５７ 

庁内検討組織、有識者等懇談会、県民アンケート等により、新たな過疎法の制定に向けた国に対する要望

事項を取りまとめるとともに、過疎・中山間地域振興対策のための具体的な戦略の見直しを行う。 

 
(再掲) 一新３ 戦略的企業誘致補助金（商工労働部）                             ６３４，８６５ 

  立地企業の初期投資等の一部に対して補助金を交付する戦略的企業誘致補助制度について、過疎地域等に
おける誘致を強化する「地域活性化枠」を創設する。 

 
新４ 畜産による集落活性化推進事業（過疎・中山間地域振興担当理事）               ４，７９０ 

 集落内の畜産利用が可能な農地の活用方法を検討し、集落が一体となった飼料増産と畜産振興を図ること

で、遊休農地の解消と過疎・中山間地域の活性化を図る。 

 
５ 中山間地域等直接支払事業（農林水産部）                  １，４９３，７１６ 

 中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保するため、直接支払いを実施する市

町村に対して交付金を交付する。 

 
６  中山間地域園芸産地帰農者等支援事業（農林水産部）                              １，０７８ 

  団塊世代の定年退職者等が新たな担い手として産地の農業活動の一翼を担えるよう、研修会や産地見学会
等を実施する。 

 
新７ 遊休農地対策総合支援事業（農林水産部）                    ２１，８７４ 

遊休農地等を活用する農外企業の参入を促すため、受け入れ市町村のニーズ等を繋ぐ場を設定する。また、
遊休農地の活用に向けた多様な主体による地域内の合意形成や実践活動のほか、企業の農業参入に際した調

査・研修等に要する経費を支援する。 

 
(再掲)新８ 意欲ある建設業チャレンジ支援事業（土木部）                 １１，４４６ 

新分野への進出により経営基盤の強化を目指す建設事業者に対し、経営革新事業への補助、企業認定・表

彰制度による入札参加資格加算制度など、自主的な取組みを支援する。 

 
 
 
 

過疎・中山間地域の総合的対策のため、地域の実情を踏まえながら、過疎・中山間地域の自立を
支援する。 
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(再掲)９ ふくしま定住・二地域居住推進総合戦略事業（企画調整部）                １８，２４２ 

ふるさと志向を踏まえ、定住・二地域居住人口の拡大を図るため、市町村及び民間団体等と連携して受入
体制を整備するとともに、各種ＰＲの強化やふくしまファンクラブの活用など、きめ細かな情報提供・相談

体制の充実強化と積極的な誘導策の展開を図る。 

 
(再掲)新１０  ふるさと福島大交流プロジェクト（企画調整部）             １２，６５８ 

  ふるさとへの郷愁、貢献意欲の高い本県出身者などの協力を得ながら、交流の更なる拡大を図るとともに、
定住・二地域居住の新たな取組みを展開する。 

 
(再掲)新１１ ふくしまグリーン・ツーリズム促進事業（過疎・中山間地域振興担当理事）  ５，９４５ 

 滞在型グリーン・ツーリズムを一層推進するため、農家民宿の組織化やクラインガルテン（滞在型市民農

園）開設に取り組む団体・市町村への支援を行う。 

 
(再掲)新１２  ふくしまアクティブツーリズム総合戦略事業（商工労働部）             ３４，５６６ 

首都圏から日帰り圏内にある本県への宿泊旅行の増大を図るため、テーマ性のある旅を深く体験できる滞

在型観光メニューを創出・提供し、「売れる商品」としての販売戦略を展開する。 

 
(再掲) 一新１３  福島空港誘客促進対策事業（空港担当理事）                 ３５，３９８ 

  福島空港を利用した誘客を促進し、本県の観光産業の振興等に資するため、就航先における広報や旅行商
品造成への支援等を行う。 

 
１４ 冬の観光振興事業（過疎・中山間地域振興担当理事）                １，９１７ 

冬期観光客の増加を図るため、フリースタイル世界選手権大会関連事業と連携しつつ、本県の「冬の観光」

資源の情報を発信する。 

 
１５ へき地医療支援対策事業（保健福祉部）                      ５０，４０９ 

医療に恵まれない山間・へき地等における医療を確保するため、福島県へき地医療支援機構を核とし、支
援に係る企画調整、医師が従事しやすい環境整備を行うとともに、医師を確保するための修学資金貸与事業

を行う。 

 
(再掲)１６ ドクターヘリ運営費補助事業（保健福祉部）                １６８，１５０ 

全県的な救命率の向上のため、ドクターヘリを運営する病院に対して運営費の一部を補助する。 

 
(再掲)新１７ 医師定着促進事業（保健福祉部）                      ９，１２７ 

県内における医師不足が深刻化していることから、「地域で生きる」医師の県内定着の促進を図るため、

県立医科大学で実施するホームステイ型医学教育研修等に対して補助を行う。 

 
(再掲)１８ 県立病院医師修学資金貸与事業（病院局）                  ４７，９４０ 

将来、県立病院に医師として勤務する意志のある医学生に対し、修学資金を貸与する。 
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(再掲)１９ 県立病院医師研修資金貸与事業（病院局）                   ９，６００ 

将来、県立病院に医師として勤務する意志のある後期研修医に対し、研修資金を貸与する。 

 
(再掲)２０ 地域の子育て応援交付金（子ども施策担当理事）               ６０，０００ 

町村が実施しようとする知恵と工夫による地域独自の次世代育成事業が可能となるよう、優れた提案事業

に対して交付金を交付する。 

 
(再掲)２１ 地域を担う人材育成のための学習サポート事業（教育庁）           ２０，３１４ 

過疎・中山間地域における学習機会の充実と学力向上のため、南会津地区の６つの中学校をモデルとして、

ＩＴを活用した授業や通信教育等を活用する学習支援事業を実施する。 

 
２２ 携帯電話通話エリア広域ネットワーク化事業（過疎・中山間地域振興担当理事）  ７２９，９９６ 

携帯電話の不通話地域の解消を図るため、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）の整備

をする場合に、補助金を交付する。 

 
(再掲)２３ 光ファイバ通信基盤整備促進事業（企画調整部）             ２４０，０００ 

ブロードバンド環境の早期実現を図るため、ブロードバンド環境の整備に取り組む市町村等に対して、そ

の整備費用の一部を補助する。 

 
(再掲)２４ 市町村生活交通対策事業（生活環境部）                  １２６，１６２ 

乗合バス路線の廃止等に伴う地域住民の生活交通を確保するため、市町村等が主体的に行う生活交通対策

事業（バス事業、デマンド型乗合タクシー事業等）に対して助成する。 
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⑥ 安全・安心な仕組みづくり 

 
 
 
 
 
新１ 病診連携による夜間救急医療支援事業（保健福祉部）                                ７，６６５ 

病院と診療所の連携により、夜間の救急医療体制の充実及び病院に勤務する医師の執務環境の向上を図

る。 

 
新２  医師定着促進事業（保健福祉部）                                         ９，１２７ 

県内における医師不足が深刻化していることから、「地域で生きる」医師の県内定着の促進を図るため、

県立医科大学で実施するホームステイ型医学教育研修等に対して補助を行う。 

 
３  医師派遣交付金（医科大学運営費交付金）（総務部）               ２８２，８９８ 

県内における医師不足が深刻化していることから、地域医療の充実と医師の県内定着を図るため、県立医

科大学の助手33名を配置し、県内の公的病院への派遣に係る運営費を交付する。 

 
４ 医師確保事業交付金（医科大学運営費交付金）（総務部）                        １６４，７６７ 

県内における医師不足が深刻化していることから、医師確保と県内定着を図るため、県立医科大学に20

名の助手枠を確保し、県内の病院への派遣に係る運営費を交付する。 

 
５ 女性医師支援事業（保健福祉部）                                            ３，２３１ 

 育児等のため離職し、その後再就業を希望する女性医師へ必要な研修等を行い再就業を促す。また、医科

大学附属病院が行う院内保育所における２４時間保育に対して補助を行う。 

 
６ 医師確保等推進事業（病院局）                                              ６，５９２ 

 県立病院の医師を確保するため、求人業務委託、医師の公募等を行う。 

 
７ 臨床研修事業（病院局）                                  ４６，５５０ 

 県立病院が臨床研修病院として、研修医を受け入れる。 

 
８ 県立病院医師修学資金貸与事業（病院局）                            ４７，９４０ 

将来、県立病院に医師として勤務する意志のある医学生に対し、修学資金を貸与する。 

 
９ 県立病院医師研修資金貸与事業（病院局）                          ９，６００ 

将来、県立病院に医師として勤務する意志のある後期研修医に対し、研修資金を貸与する。 

 
(再掲)１０ 医学部進学希望生徒の意識啓発事業（教育庁）                     １，４０６ 

高等学校の医学部進学希望生徒に対して、セミナーを実施し、県立医科大学の教授等による講義、体験実

習及び医療に関する課題研究等を通して生徒の進路希望の実現に資する。 

地震などの自然災害や事故への適切な対応、地域医療の確保などに取り組むとともに、あらゆ
る人が安全、安心、快適に生活できる環境づくりを進める。 
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１１ ドクターヘリ運営費補助事業（保健福祉部）                  １６８，１５０ 

全県的な救命率の向上のため、ドクターヘリを運営する病院に対して運営費の一部を補助する。 

 
１２  第三次救急医療体制整備事業（保健福祉部）                                    ２０５，１８０ 

重篤な救急患者の医療を確保するため、高度な診療機能を有する 24 時間診療体制の救命救急センター

を設置運営する病院に対し、その運営費の一部を補助する。 

 
新１３  民間救急医療施設耐震化促進事業（保健福祉部）                             ９，０００ 

震災時における医療体制の確保を図るため、医療施設に対して耐震診断経費の一部を補助する。 

 
新１４ がん医療地域連携整備事業（保健福祉部）                      ２，４８６ 

がん患者の在宅でのＱＯＬ(生活の質)向上を図るため、在宅緩和ケアの実施に必要な人材の育成を図ると

ともに、地域連携体制の整備を図る。 

 
１５ 地域がん診療連携拠点病院整備事業（保健福祉部）                  ９８，０００ 

県内におけるがん診療体制の充実を図るため、がん診療連携拠点病院に対して機能強化のための経費を補

助する。 

 
１６ 抗インフルエンザウイルス薬備蓄事業（総合安全管理担当理事）             １，２０１ 

「福島県新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき、平成18年度、19年度の2年で購入した抗インフ

ルエンザウイルス薬を備蓄する。 

 
１７ 総合医療情報システム運営事業（保健福祉部）                    ７９，１２０ 

災害、救急、周産期等に係る医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの状況等の医療情報収集・提

供を行う総合医療情報システムを運営する。 

 
新１８ 自殺対策推進事業（保健福祉部）                         ４，２９５ 

自殺者の減少を図るため、「福島県自殺対策推進行動計画」に基づき、相談支援体制の整備やうつ病患者

の早期発見・早期治療、自死遺族に対する支援等についての対策を講じる。 

 
１９ こころの健康・自殺予防対策事業（保健福祉部）                    ２，７１１ 

自殺対策推進協議会を開催し、「自殺対策推進行動計画」に基づく取組み状況の点検等を行うとともに、

中高年に対するうつ病対策（スクリーニングとハイリスク者への支援等）及び自殺予防キャンペーンを行う。 

 
２０ いのちの電話相談支援事業（保健福祉部）                     １，０００ 

自殺の危機に追い込まれている人を対象とした電話相談を２４時間体制に充実するため、相談員の養成研

修に要する経費の一部を助成する。 

 
新２１ 多重債務者対策事業（総合安全管理担当理事）                      ２，１３０ 

 県内の多重債務者の解消に向け、多重債務者対策協議会の開催、弁護士等による相談の実施、相談マニュ

アルを作成し市町村、関係団体等への配付を行う。 
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２２ 子どもを虐待から守る総合対策推進事業（子ども施策担当理事）                      ６，３０７ 

 児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応に向けて、関係機関・団体の連携強化、児童相談所の専門性の

強化及び体制整備を図る。 

 
２３ 子どもの虐待予防サポート推進事業（子ども施策担当理事）                       ４５０ 

市町村と保健福祉事務所が連携し、育児不安や虐待に至るおそれのある家庭を早期に発見し、親同士の集

団交流等の手法により、適切な支援を行う。 

 
新２４ ＤＶ被害者セーフティーネット推進事業（保健福祉部）                 １，０７０ 

 配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者支援のため、民間団体等の研修にアドバイザーを派遣するとともに、被
害者の安全確保等を行う団体等の支援を行う。また、施設を退所するＤＶ被害者の身元保証等を行い、社会

的自立を支援する。 

 
２５ 地域ぐるみの学校安全体制整備事業（教育庁）                  ２０，９６１ 

家庭や地域の関係機関、団体と連携しながら児童生徒の登下校等の安全を確保する取組み（スクールガー

ド・リーダーの巡回、スクールガード養成講習会の開催、モデル地域における実践的取組み）の充実を図る。 

 
新２６ ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業（生活環境部）           ２，６９７ 

 新たなＵＤ実践行動計画に基づき、ふくしま型ＵＤの理念普及と実践促進を図るため、県内におけるＵＤ

取組事例を調査するとともに、ＵＤガイドブック、ＵＤマップの作成等を行う。 

 
２７ 「人権への気づき」推進事業（生活環境部）                                  ９，１４３ 

広く県民に「人権への”気づき”」の機会を提供し、理解を深めてもらうため、多様な媒体による広報活

動や、演劇公演などを行う。 

 
一新２８ 男女共生センターネットワーク推進事業（生活環境部）                           ３，９２５ 

男女共同参画の理念等を着実に広げるため、未来館においてフェスティバルを開催するとともに、各種団

体と連携した講座を開催するほか、子育て男性を対象とした講演会等を開催する。 

 
２９ 多言語行政サービス提供事業（生活環境部）                                  ４，７８６ 

外国出身の県民が抱える様々な問題に対応するため、外国出身県民が気軽に相談しやすい環境を整備す

るとともに、外国出身県民が安心して生活できるようサポート体制の確立を図る。 

 
新３０ 障がい者工賃向上支援事業（保健福祉部）                                      １６，１９７ 

 授産施設等における障がい者の工賃向上を図るため、授産施設等の企業的経営に関する相談に応じるとと

もに、経営改善指導を行う専門家を派遣するなど、工賃向上を目指す施設の主体的な取組みを支援する。 

 
３１ 障がい者地域生活移行支援事業（保健福祉部）                                   １，９６８ 

 障がい者の施設から地域生活への移行促進を図るため、調整会議等を開催する。また、圏域毎の相談会の

開催及び専門家派遣により地域生活移行の支援体制を強化する。 

 



⑳当初 主要事業：重点推進分野 

- 17 - 

 
新３２ 車いす使用者用駐車施設適正利用推進事業（保健福祉部）                          ２，８９６ 

 車いす使用者用駐車施設の適正利用を図るため、国・市町村・民間事業者等の有する駐車施設のカラー塗

装化を促進するとともに、利用頻度の高い県有施設のカラー塗装化を計画的に実施する。 

 
３３ 認知症の安心ネットワーク構築事業（保健福祉部）                                  ２，６７２ 

 認知症高齢者の大幅な増加が見込まれることから、地域における認知症の予防活動の推進や、かかりつけ

医等による認知症の早期発見・早期対応体制を整備する。 

 
３４ 発達障がい者支援推進事業（保健福祉部）                                          ６，９０８ 

 発達障がい児（者）の支援技術向上に関する研修を実施するとともに、医療、保健、福祉、教育及び労働

等の関係者からなる検討会を開催し、障がい特性に応じた身近な地域での支援体制の整備を図る。 

 
３５ LD等の中高連携型生徒支援事業（教育庁）                          １，９９４ 

ＬＤ（学習障がい）等の生徒支援のために、高等学校３校及び周辺中学校を実践推進校に指定し、生徒

の特性に合わせた支援を行う。 

 
３６ 特別支援教育進路達成プラン（教育庁）                      １，７０８ 

特別支援学校を卒業する生徒が地域社会で自立した生活を送ることができるように、在学中の就労体験

を実施するほか、事業主に対しては学校見学会を開催することにより、障がい者雇用の理解促進に努める。        

 
３７ ニート自立支援事業（商工労働部）                                          ８，９４２ 

 ニートの自立を支援するため、若者自立専門相談員を設置し、電話、電子メール及び巡回相談会での相談

に応じるほか、ＮＰＯに委託してセミナー、ジョブトレーニングを実施する。 

 
３８ やさしい道づくり推進事業（土木部）                                       ７１１，０００ 

 高齢者や障がい者を含むすべての人が安全に安心して利用できる歩行環境を確保するため、施設利用者等
のニーズを的確に捉えながら、歩道の拡幅・段差改善、視覚障がい者誘導用ブロックの設置、休憩所の設置、

透水性舗装の舗設等を実施する。 

  
３９ 共生のまち推進事業（土木部）                                             ６６，９２４ 

 人にやさしいまちづくり条例の対象となる既存県有建築物を、高齢者や障がい者を含むすべての人が安全

に安心して利用できるよう、施設利用者等のニーズを的確に捉えながら、県有建築物の改修等を実施する。 

 
４０ 市町村生活交通対策事業（生活環境部）                                １２６，１６２ 

乗合バス路線の廃止等に伴う地域住民の生活交通を確保するため、市町村等が主体的に行う生活交通対策

事業（バス事業、デマンド型乗合タクシー事業等）に対して助成する。 

 
４１ 商業まちづくり推進事業（まちづくり担当理事）                              ５，７３０ 

 市町村と連携して商業まちづくりを推進するため、市町村の商業まちづくり基本構想の策定を支援する。 
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新４２ 鳥獣被害対策指導員育成支援事業（農林水産部）                             ４，７０９ 

 深刻化する鳥獣被害を防止するため、各地方ごとに広域的に活動できる鳥獣被害対策広域指導員を養成す

るとともに、地域の被害防止体制づくりを促進することにより農作物被害の軽減を図る。 

 
４３ 県産食品の安全推進事業（総合安全管理担当理事）                             １，０７５ 

食の安全についての不安を払拭するため、消費者・生産者・事業者・行政が相互に情報を共有し、双方向

的な情報及び意見の交換を行う。また、生産者や小学生を対象に食の安全についての学習機会を提供する。 

 
４４ トレーサビリティ機能アップ支援事業（総合安全管理担当理事）                    １６，２３４ 

県産農産物の信頼構築とブランド力の向上のため、トレーサビリティシステムの導入等を支援するととも

に、ＧＡＰ（農業生産工程管理）手法の導入拡大の取組みに対する支援を行う。 

 
新４５ 災害時要援護者避難支援対策事業（総合安全管理担当理事）                        ２，６６８ 

災害時に高齢者、障がい者等の災害時要援護者の円滑な避難誘導を目的とした市町村計画の策定を支援す
るため、トップセミナー、対策検討会の開催及び市町村訪問を実施する。また、県と市町村の共催による避

難訓練を実施するともに検証を行う。 

 
４６ リスク管理推進事業（総合安全管理担当理事）                             １，０４９ 

県民の安全・安心の確保を図るため、予防・抑制、危機発生時の対応・復旧を一連のものとして捉えるリ
スク管理を推進し、危機発生の未然防止、被害の極小化、職員の危機管理意識の向上を図り、危機対応力の

強化を図る。 

 
４７ 地域間交流ネットワーク形成事業（総合安全管理担当理事）                         ５３５ 

災害時において地域が相互に助け合う関係の強化を目指し、県内市町村及び民間団体のネットワークづく
りを進め、情報交換や意見交換の場を設けるとともに、地域間交流の情報を県内外に発信し、県内市町村及

び民間団体と首都圏自治体及び民間団体との地域間交流を促進する。 

 
４８ みんなで作ろう交通安全ラジオＣＭコンテスト（生活環境部）                      １，０８４ 

交通安全などに対する県民の意識の啓発・喚起を図るため、小学生を対象に交通安全などに関するＣＭコ

ンテストを実施し、優秀作品をラジオで放送する。 

 
４９ 地域安全サポート事業（総合安全管理担当理事）                            ６，４００ 

地域の安全・安心を確保するために民間団体や市町村等が行う広域的又は先駆的な取組みを支援する。 

 
新５０ アスベスト含有産業廃棄物飛散防止対策事業（生活環境部）           １７，８５２ 

石綿含有廃棄物処理施設や建築物等の解体工事現場周辺の大気中アスベスト濃度を測定し、アスベストの

飛散状況を把握し、事業者への指導を徹底して、健康被害の防止を図る。〔産業廃棄物税充当事業〕 
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一新５１ 石油コンビナート等防災対策推進事業（生活環境部）                            ５，４６７ 

石油コンビナート防災対策の充実・強化を図るため、石油コンビナート等特別防災区域内における火事、
爆発等の災害による被害想定調査を実施するとともに、大容量泡放射システムの導入に向けた防災体制を整

備する。 

 
５２ 木造住宅耐震化促進事業（総合安全管理担当理事）                          １２，０４５ 

既存木造住宅の耐震化を促進するため、昭和 56 年以前に建設された木造住宅に対し、建築士を派遣して
耐震診断を行う市町村を支援する。 

 
５３ 木造住宅減災化促進事業（総合安全管理担当理事）                           ９，０００ 

地震災害に対する予防や災害時の対応、安心してリフォームを行うための情報提供を行うとともに、県民

の耐震改修工事に対する補助を行う市町村を支援する。 

 
５４ 建築物耐震対策事業（総合安全管理担当理事）                         １，７０５，７９４ 

災害時の拠点施設、緊急医療及び避難施設として位置づけられる県有施設を適切に保全するため、耐震性

能の診断や必要な耐震補強を推進する。 
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⑦  安心して子どもを生み育てることができる環境の整備と次代を担う人づくり 

 
 
 
 
 
新１ 子育て支援を進める県民運動事業（子ども施策担当理事）                       ２，９０２ 

社会全体で子育て支援の気運の醸成を図るため、県内７地域に子育て支援ネットワークを構築するとと

もに、１１月第３日曜日の「子育ての日」を中心に実行委員会による各種行事を実施する。 

 
新２ 地域の三世代子育て助け合い推進事業（子ども施策担当理事）                       ５，３６１ 

孫育て世代から子育て支援を受けることができるように、県老人クラブ連合会に補助し、子育て支援講

習会を実施する。 

 
３ 子育て支援リーダー養成事業（子ども施策担当理事）                               ３，６５６ 

子育てサークルや子育て支援ＮＰＯなどの子育て支援団体をリードしている人材や、これから団体活動を

始めようとしている人材の育成を行う。 

 
４ 地域の子育て応援交付金（子ども施策担当理事）                               ６０，０００ 

町村が実施しようとする知恵と工夫による地域独自の次世代育成事業が可能となるよう、優れた提案事業

に対して交付金を交付する。 

 
５ 子育て応援パスポート事業（子ども施策担当理事）                               ５，６０９ 

 子どもがいる世帯にパスポートを交付するともに、協賛企業等を募集し、当該企業等を利用する際にパス

ポートの掲示により各種サービスを受けられるようにする。 

 
６ 子育て女性の就職活動支援事業（子ども施策担当理事）                               ２，１６７ 

子育て中の女性を対象に、仕事を探す前に自分の特性を知るとともに、社会情勢など就職・再就職に向け

ての基礎知識を身につけてもらうためのセミナーをNPO等に委託して実施する。 

 
(再掲)７ 女性医師支援事業（保健福祉部）                                ３，２３１ 

育児等のため離職し、その後再就業を希望する女性医師へ必要な研修等を行い再就業を促す。また、医科

大学附属病院が行う院内保育所における２４時間保育に対して補助を行う。 

 
新８ 母子家庭就労促進事業（子ども施策担当理事）                   ６，１０１ 

職業紹介を実施している母子家庭等就業・自立支援センターの求人開拓機能・マッチング機能を強化する

ことにより、母子家庭の自立を支援する。 

 
９ 働く男性の育児参加支援事業（子ども施策担当理事）                                ２，６６７ 

男性が育児参加しやすい職場環境整備、職場風土づくりを促進するため、初めて男性の育児休業取得者が

出た県内中小企業に奨励金を支給するなどの支援を行う。 

 

子どもたちの元気な声が響く活気あふれる地域社会としていくために、安心して子どもを生み育て
ることのできる環境の整備を図るとともに、確かな学力や豊かな人間性、健やかな身体、社会性の
育成など、バランスのとれた未来を担う人づくりを推進する。 
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１０  次世代育成・少子化対策推進事業（子ども施策担当理事）                               ３９７ 

 男女労働者が安心して子供を産み育てることができる職場環境づくりを促進するため、仕事と育児の両立

に取り組む企業を認証し、その取組みを奨励する。 

 
１１ 子育て支援企業資金（子ども施策担当理事）                               １，７２３，７６０ 

 職場における子育てに関する環境整備を促進するため、無利子の制度資金により金融面から支援する。 

 
１２ 多子世帯保育料軽減事業（子ども施策担当理事）                 ８７，８７１ 

保育所及び認可外保育施設を利用する多子世帯（第３子以降の３歳未満児を対象）の経済的負担を軽減す

るため、保育料の一部を市町村に補助する。 

 
１３ 妊婦健康診査促進事業（子ども施策担当理事）                               ８６，７９６ 

安全な分娩と健康な子どもの出生のために市町村で実施されている妊婦健康診査について、多子世帯（第

３子以降）の妊婦の経済的負担を緩和し、定期的な健康診査の受診を促すため、市町村に助成する。 

 
１４ 乳幼児医療費助成事業（子ども施策担当理事）                        １，２１０，１０９ 

乳幼児の疾病の早期発見及び早期治療を促進するとともに、子育てに伴う経済的負担を軽減するため、

市町村が実施する乳幼児医療助成事業に対し経費の一部を補助する。 

 
１５ ひとり親家庭医療費助成事業（保健福祉部）                                ２５０，９３７ 

ひとり親世帯の経済的負担の軽減を図るため、市町村が実施するひとり親医療費助成事業に対し経費の一

部を補助する。 

 
１６ 小児救急医療整備支援事業（子ども施策担当理事）                        １２，９０４ 

 小児科以外の医師が小児の一次救急に対応できるように医師研修事業を実施する。また、夜間の小児の疾

病等について保護者の相談に応じ、必要があれば医療機関の情報提供を行う電話相談事業を実施する。 

 
１７  病児・病後児保育事業（子ども施策担当理事）                  ２８，２８０ 

病児・病後児、または、入所児童の体調不良時に適切に対応するために、看護師等を配置している病院、

保育所等に補助する。 

 
１８  保育対策等促進事業（子ども施策担当理事）                                    ３０５，７６９ 

 一時保育・特定保育・地域子育て支援拠点施設の設置など、多様な保育サービスの充実を図る。 

 
１９ 地域保育施設助成事業（子ども施策担当理事）                               ２２，８１０ 

県の立入調査の対象となる認可を受けていない保育施設に対して、各事業に要する経費を補助することに

より、地域保育施設の安全性、衛生環境の向上を図るとともに、入所児童の処遇の向上と福祉の増進を図る。 

                                                             
２０ 私立幼稚園子育て支援推進事業（総務部）                   １７０，８５０ 

私立幼稚園における子育て支援活動を推進し、保護者の育児に対する経済的・精神的負担の軽減を図り、

安心して子どもを生み育てる環境を整備するため、預かり保育・子育て支援活動などの事業に対し助成する。 
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２１ 認定こども園支援事業（子ども施策担当理事）                         １１，４００ 

安心して子どもを生み育てられる環境の整備を図るため、認定こども園となる私立幼稚園に対し、子育て

支援活動及び保育所機能充実のための設備整備に対する補助を行う。 

 
２２ 認定こども園設備整備等支援事業（子ども施策担当理事）                            １，２００ 

認定こども園を構成する認可外保育施設に、入所児童の処遇向上のために行う備品購入等の環境整備及び

職員研修に対する経費を、認定時に限り補助する。 

 
２３ 食を通した「子育ち、子育て」支援事業（子ども施策担当理事）                     ２，８８３ 

就学前の児童に対する食育の取組みを推進するため、食物栄養学の専門領域をもつ大学に対し、体験学習

会、食育教材開発等の事業を委託する。 

 
２４ 放課後子どもプラン（放課後児童クラブ）（子ども施策担当理事）                ４０１，０８０ 

昼間保護者のいない家庭の小学校低学年児童等に適切な遊び及び生活の場を提供し、児童の健全育成及

び保護者の子育てと仕事の両立を支援する。 

 
２５ 放課後子どもプラン(放課後子ども教室）（子ども施策担当理事）                   ７９，１７２ 

 安心して子育てができる社会の実現のため、地域の協力のもと、子どもたちがスポーツ・文化活動や交流

活動を行う放課後子ども教室の設置を支援する。 

 
２６ 児童環境づくり基盤整備事業（民間児童館活動事業）（子ども施策担当理事）        ３１，１６０ 

 公立民営及び民立民営の児童厚生施設が実施する児童健全育成相談支援事業等を支援し、児童の健全育成

を図る。 

 
(再掲)２７ 発達障がい者支援推進事業（保健福祉部）                  ６，９０８ 

 発達障がい児（者）の支援技術向上に関する研修を実施するとともに、医療、保健、福祉、教育及び労働

等の関係者からなる検討会を開催し、障がい特性に応じた身近な地域での支援体制の整備を図る。 

 
(再掲)２８ 子どもを虐待から守る総合対策推進事業（子ども施策担当理事）               ６，３０７ 

 児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応に向けて、関係機関・団体の連携強化、児童相談所の専門性の

強化及び体制整備を図る。 

 
(再掲)２９ 子どもの虐待予防サポート推進事業（子ども施策担当理事）            ４５０ 

市町村と保健福祉事務所が連携し、育児不安や虐待に至るおそれのある家庭を早期に発見し、親同士の

集団交流等の手法により、適切な支援を行う。 

 
３０ 県中児童相談所一時保護所整備事業（子ども施策担当理事）               ３３，３４６ 

  県中児童相談所の一時保護所機能の充実強化を図るため、郡山光風学園の未利用部分を有効に活用し、一
時保護所の整備を行う。 
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新３１  学力向上プロジェクト事業（教育庁）                             ４４，３１０ 

小・中学生の家庭における学習習慣を確立させるとともに、高校生の学力向上の取組みを行うことにより、

児童生徒一人一人の進路希望の実現を図る。 

 
３２  私立小中学校少人数教育推進事業補助金（総務部）                                ３８，０００ 

学力向上や人間性・社会性の育成を図るため、私立の小学校及び中学校の全学年において、３０人程度

学級による少人数教育を推進する。 

 
３３ 少人数教育推進事業（教育庁）                                            ６，７３６，２９６ 

小学校、中学校において３０人程度学級編成が可能となるよう必要な教員の配置を図る。 

 
３４ 地域を担う人材育成のための学習サポート事業（教育庁）             ２０，３１４ 

 過疎・中山間地域における学習機会の充実と学力向上のため、南会津地区の６つの中学校をモデルとして、

ＩＴを活用した授業や通信教育等を活用する学習支援事業を実施する。 

 
3５ 科学技術教育推進事業（教育庁）                         ３，３３４ 

 科学技術分野を含む多様な分野で活躍できる人材を育成するため、大学等との連携による課題研究など、

探究的な授業を推進するほか、大学・研究機関等による高校生向けの科学技術講座等を実施する。 

 
３６ サッカーによる国際人育成支援事業（企画調整部）               １８２，２８０ 

日本サッカー協会と共同で行う「国際人育成を目指した人材育成プログラム」及び地元町と連携して行う

「双葉地区教育構想」の推進のため、寄宿舎等の必要な基盤整備を支援する。 

 
３７ 双葉地区教育構想推進事業（教育庁）                      ３４，１５８ 

 双葉地区教育構想の一環として、富岡高等学校の「国際スポーツコース」における競技力向上を図るとと

もに、国際人として社会をリードする人材を育成するため、選手育成と語学学習に必要な環境を整える。 

 
３８ 医学部進学希望生徒の意識啓発事業（教育庁）                   １，４０６ 

 高等学校の医学部進学希望生徒に対して、セミナーを実施し、県立医科大学の教授等による講義、体験実

習及び医療に関する課題研究等を通して生徒の進路希望の実現に資する。 

 
３９  未来へつなぐ食育推進事業（教育庁）                                    １，８９７ 

  朝食の重要性を啓発し、児童生徒の基本的生活習慣の確立を目指すとともに、食に関する体験活動等を通
し、家庭、学校、地域の協働による望ましい食育の推進を図る。 

 
一新４０  アクアマリン子ども体験館（仮称）整備事業（教育庁）                    ６７９，１７９ 

「ふくしま海洋科学館」の環境教育機能の充実を図るため、幼児や小学校低学年向けの体験展示ゾーンを

整備する。             
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新４１  「大人が変われば、子どもも変わる運動」推進強化事業（生活環境部）       １，３５４ 

  子どもたちに向き合う親の心構えや教育方針等の重要性を啓発するなど、県青少年育成県民会議が推進す
る「大人が変われば、子どもも変わる運動」の強化・充実を図る。 

 
４２  青少年を地域で育む「大人の講座」支援事業（生活環境部）                          ２，２６７ 

昨今の青少年の実態や、青少年に関する県民の意識、ニーズを的確に捉えた内容の講師を委嘱し、地域の

要望や課題に応じて派遣し青少年の健全育成に関する研修を行う。 

 
４３  次代の親づくり推進啓発プロジェクト（子ども施策担当理事）            ２，４３０ 

  小・中学生対象の次代の親づくり教育プログラム及び教材を活用し、県内各方部で次代の親づくり授業を
実施する。 

 
４４  １０代の性いのち生きいきプロジェクト（子ども施策担当理事）           ３，７４０ 

１０代の望まない妊娠や感染症を未然に妨げるよう学校、家庭、地域の連携を強化し、正しい知識の啓発

に努めるとともに、子どもの発達段階や知識に応じた個別相談体制の充実に努める。 

 
新４５  子ども安全安心・キッズポリス体験学習事業（警察本部）                    ７４０ 

警察業務の実体験を通じ、小学生に遵法精神、規範意識、正義感等の醸成を図る。 

 
４６  少年サポート事業（警察本部）                          １，６５９ 

少年の規範意識や社会性の高揚を図るために、学校をはじめとした関係機関・団体等と連携を図り、環境

美化活動等の少年の社会参加活動や立直り支援、居場所づくり等の非行防止活動を実施する。 
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⑧  恵み豊かな自然環境の継承 

 
 
 
 
新１ 地球にやさしい「ふくしま」創造事業（生活環境部）                                ６，７３０ 

経済活動、地域活動の在り方を低炭素型への転換を図るため、事業者団体、民間団体、行政等のあらゆる
主体で構成する「地球にやさしい「ふくしま」県民会議（仮称）」を設置し、県全域にクールビズを普及さ

せるなど、県民運動として地球温暖化対策を推進する。 

 
新２ 地球温暖化防止のための「福島議定書」事業（生活環境部）                          ４，１３７ 

学校や事業所での廃棄物減量化やリサイクルなどによる省資源・省エネルギーの実践を推進するため、二
酸化炭素排出量の削減目標を定めた「福島議定書」を知事と締結し、廃棄物減量化等の取組みを促すととも

に、家庭や地域での実践を促進する。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
新３ ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業（企画調整部、生活環境部）         １８，１６０ 

地球温暖化対策を県民運動として展開するため、廃棄物減量化・リサイクル、省エネルギー、新エネル

ギーなどに関した総合的イベントを開催する。〔産業廃棄物税一部充当事業〕 

 
新４ 新エネルギー導入推進連携事業（企画調整部）                                      ７９０ 

 新エネルギーの一層の導入促進を図るため、環境・新エネルギー関連企業を中心とした産学官民のネット

ワークの構築を図る。 

 
５ 新エネルギー導入促進事業（企画調整部）                     １７，４７４ 

  地球温暖化防止と循環型社会の形成に向けて新エネルギーの導入促進を図るため、新エネルギー導入推進
連絡会の開催や普及啓発、市町村の行う導入支援事業への助成等を行う。 

 
６ 新エネルギー導入地域活性化推進事業（企画調整部）                                  ３，５００ 

新エネルギーの県内への導入を図るため、民間団体が実施する新エネルギー設備導入及びセミナー、シン

ポジウム等の普及啓発に対する支援を行う。 

 
新７ 地球温暖化対応農業生産システム確立事業（農林水産部）                    ７，９００ 

地球温暖化に対応した「ふくしま型農業生産システム」を確立するための試験研究に取り組む。 

 
一新８ 森林整備事業（農林水産部）                                          ９６２，９７５ 

水源区域の森林のうち、手入れが行き届かないために公益的機能の低下が懸念される森林について、森林

環境税により整備する。〔国庫一部充当〕 

 
新９ 「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業（生活環境部）                                ４２，８８７ 

  新たに誕生した「尾瀬国立公園」について、傑出した自然環境や自然保護の歴史を広くアピールするとと
もに、その保護と適正な利用を図るため、関係県等との自然公園ふれあい全国大会の共同開催や環境教育、

ニホンジカによる食害対策等を実施する。 

尾瀬や猪苗代湖に代表される本県の恵み豊かで美しい自然を守り、次世代に引き継いでいくとと
もに、地球温暖化対策など環境に配慮した行動様式に転換する取組みを推進する。 
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新1０ みんなで守る美しい猪苗代湖推進事業（生活環境部）                         ９，４８６ 

猪苗代湖の水質汚濁が懸念されていることから、ボランティア等県民の参加を得ながら、ヨシ群落等水

辺環境の保全を図るとともに、詳細な水質調査を実施する。 

 
１１ 高度処理型浄化槽整備事業（総合的水管理担当理事）                                ６，０８７ 

 福島県猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群の水環境の保全に関する条例により、市町村が窒素除去型浄化槽に助成

を行った場合、その一部に対して県費補助を行う。 

 
１２ せせらぎスクール推進事業（生活環境部）                                  １，８６９ 

本県で行う全国水生生物調査「せせらぎスクール」の参加者数の拡大と、そのための指導者の養成を行

い、水環境保全活動の活性化を図る。 

 
１３  「環境と共生する農業」推進事業（農林水産部）                 １０，０１２ 

有機栽培及び特別栽培を中心とした「環境と共生する農業」を全県的に普及するため、有機栽培米等への

生産誘導、果樹における化学農薬削減、資源循環システムの構築を推進する。 

 
１４ 「ふくしま型有機栽培」等産地づくり推進事業（農林水産部）                       ９，１９８ 

有機栽培や特別栽培を一層推進するため、各地方で技術の実証を行うなど、「ふくしま型有機栽培」、「ふ

くしま型特別栽培」に取り組む産地育成を支援する。 

 
1５ 景観形成推進事業（生活環境部）                                      ５，９０８ 

本県における景観形成を推進するため、景観条例に基づき、「優良景観形成住民協定」による修景措置へ
の支援等を行うほか、市町村が行うまちなみ景観形成のためのソフト事業への支援、景観法を活かした今後

の景観施策検討、実施を図る。 

 
新1６ 「もったいない」の心が生きる社会づくり事業（生活環境部）                    ９，１００ 

循環型社会の形成には県民、事業者等が、それぞれ「もったいない」をキーワードにした取組みを展開
していく必要があることから、普及・啓発のための絵画等のコンクール、各種活動の優良事例表彰等を実

施するとともに、環境にやさしい買い物（グリーン購入）の推進などを行う。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
一新１７ 不法投棄防止総合対策事業（生活環境部）                       １０８，１９１ 

より効果的で実効性のある不法投棄監視体制を構築していくために、「未然防止対策の強化」、「早期
発見体制の充実」及び「拡大防止のための早期対応」の観点から総合的な不法投棄防止対策事業を実施す

る。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
新1８ 産業廃棄物処理業務研修会開催事業（生活環境部）                        ５，３９０ 

排出事業者や産業廃棄物処理業者に産業廃棄物の適正処理や最新のリサイクル技術等を習得する場を

設ける。〔産業廃棄物税充当事業〕 
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１９ 産業廃棄物優良処理業者等育成支援事業（生活環境部）                    １１，１３２ 

環境省令に基づく評価制度において優良化を目指す処理業者に対して、参加への取組みを支援するとと
もに、処理業者と排出業者が共同で行う産業廃棄物の適正処理を目的とした先進性等のある技術開発に対

して補助する。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
新２０ 化学物質安全・安心社会づくり促進事業（生活環境部）                    ４，０７０ 

化学物質に関する安全管理を徹底するとともに、地域住民に対し化学物質に対する知識を啓発するため
に、ネットワークを構築する。特に産業廃棄物処理業者を対象としたセミナー等を開催し、地域住民に説

明する方法等について普及啓発を図る。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
一新２１ ダイオキシン類・環境ホルモン対策事業（生活環境部）                   ４８，４８７ 

大気、水質等及び事業所等からの排出水及び排出ガス中のダイオキシン類濃度を調査し、環境基準等の
適合状況を確認するほか、環境中及び野生生物へのダイオキシン類の汚染状況を把握する。また、環境ホ

ルモンの濃度を調査し、経年的な挙動や蓄積状況等の実態を把握する。〔産業廃棄物税一部充当事業〕 

 
２２ ダイオキシン類等有害物質安全確認調査事業（生活環境部）                      １０，７６２ 

中間処理業者が販売する中間処理物におけるダイオキシン類等有害物質調査を行うとともに、産業廃棄
物最終処分場に埋め立てされる燃え殻等及び処分場からの放流水に含まれるダイオキシン類の濃度調査

を行う。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
２３ 産業廃棄物最終処分場環境ホルモン影響調査事業（生活環境部）                 １６，７０５ 

環境ホルモン等の化学物質が野生生物や生態系へ及ぼす影響を未然に防止するため、発生源対策として

産業廃棄物最終処分場における排出実態等を把握し、排出抑制対策を推進する。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
新２４ うつくしま、エコ・リサイクル製品活用促進事業（土木部）                  ２，０００ 

循環型社会の形成のため、「うつくしま、エコリサイクル製品」をモデル工事で使用するとともに、そ
の機能性等について利用ガイドラインを作成することで、公共事業における産業廃棄物を活用したリサイ

クル製品の利用促進を図る。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
２５ 産業廃棄物抑制及び再利用技術開発支援事業（商工労働部）                   ６５，２９１ 

産業廃棄物を抑制する製造技術や再利用技術を開発する県内製造業者を支援することにより、新事業へ

の進出を促進する。〔産業廃棄物税充当事業〕 

 
２６ 産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業（生活環境部）                  １０５，２８６ 

産業廃棄物の排出抑制、減量化、再生利用を目的とした先進性等のある施設や設備の整備に対して補助

する。〔産業廃棄物税充当事業〕 


